


















































































































































































































































































































































































そして，その政令たる法人税法施行令第14条第 1項において 1号から 9号








































































































額としている(法令第64条第 1項第 1号)ので， 15年以内(又は 3年以内)
ニ均等額以上」という商法の枠内において税法上も任意償却となっているの
に対し，税法上の 9号資産については， 1費用の支出の効果の及ぶ期間」に
よって均分した額が償却限度額となっている(法令第64条第 1項第 2号)0 1費
用の支出の効果の及ぶ期間」は適正に見積ることになっているが(基通 8-









































































































































松岡和生教授， (6)明治大学商法研究会， (7)日本大学商法研究， (8)日本大
学法学部商法研究会， (9)独協大学法学部商法研究会，制八幡大学理事長
梶山純教授， (1)日本大学会社法研究会，制富山大学経済学部大野正道助





(1 )日本商工会議所ほか各地30商工会議所， (2)日本化学工業会， (3)日本新
聞協会， (4)中小企業家同友会全国協議会， (5)日本建設業団体連合会， (6) 
日本ゴム工業会， (7)日本電機工業会， (8)全国中小企業団体中央会， (9)中
部経済連合会，付日本鉱業協会， (l)全国商工団体連合会， (1均商工組合中










(1 )関東信越税理会， (2)日本公証人連合会， (3)全国青色申告会総連合， (4) 
全国青年税理士連盟， (5)日本公認会計士協会， (6)日本司法書士会連合
会， (7)第一税理士協議会， (8)日本証券アナリスト協会， (9)日本内部監査
協会， (ω)税経新人会全国協議会， (l)中小企業診断協会， (12)全国法人会総
商法改正試案論評ー資本準備金と繰延資産を中心として 335 
連合，州全国経理研究会， (14)日本監査役協会，倒産業経理協会， (16)名古
屋株式事務研究会，例日本税理士会連合会，同全国株懇連合会・東京株
式懇談会，州大阪株式事務懇談会， (2。商事法務研究会・経営法友会，加)
日本法律家協会，同全国専業税理士協会
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